マイナンバー　届　出　依　頼　の　労　使　協　定
＿＿＿＿＿株式会社と過半数を超える従業員に選出された代表の＿＿＿＿＿＿＿＿は、この労使協定の第６項の各号の条件を従業員ひとり一人が承諾した場合には、会社がそれを承諾した従業員に限ってマイナンバーを届出ることを依頼することが出来る。
2、 この労使協定（契約行為）は、会社がマイナンバーを従業員に届出させる権利若しくは義務といったマイナンバー法第６条の濫用を協定するものではなく、会社は従業員に対して届出を強要・強制若しくは如何なる精神的圧迫も加えられることのない職場環境を保障するものである。
3、 すべての従業員はマイナンバーの届出を何らの理由もなく拒否することが可能であり、届出拒否若しくは届出を行わなかったことによる何らかの不利益を会社から被るものではないことを保障する。
4、 会社が届出を依頼する相手方、すなわち届出に同意した従業員に限っては、国税・地方税、健康保険、厚生年金、雇用保険の手続きに限り手続を実施するものとする。なお、何れの手続きもマイナンバー記入欄が空白であっても行政機関が受け付けるものである。
5、 この労使協定は、平成２７年１２月１日から平成２８年１１月３０日までの期間とし、以後に渡って自動更新することはない。労使協定内容を明示した上で実施される過半数代表従業員選挙で当選若しくは信任された者と会社は協定を締結することが出来る。
6、 従業員個々人ごとに承諾を求める条件はつぎの通りとする。次の各号のうちいずれかひとつの号を承諾しなかった場合は、その従業員が全８号すべてを連帯して承諾しなかったものとして取り扱う。
1 会社にマイナンバーを届出るにあたっての諸費用（交通費、日当、送料その他）は、従業員の自己負担であること。マイナンバー届出のために個人番号カード、運転免許証その他の身元を確認できる物の複写コピーや電子データは絶対に会社宛に送らないこと。
2 マイナンバー届出に因る従業員に対する会社の特典や便宜があるとは期待しないこと。
3 マイナンバーの秘密が漏洩しないよう会社は万全なる措置に努めるが、監督不行き届きその他の場合によっては開示や漏れるかもしれないものであることを承知すること。また、その場合の漏洩等による従業員の損害賠償の責めに会社は応じるものではないこと。
4 マイナンバーを開示や漏らした者は刑事訴追（懲役又は罰金）されるも、その開示や漏らされたことによる従業員への損害については、会社はその賠償の責めに応じることがないこと。開示や漏らした者への賠償請求は従業員自らが行うこと。
5 会社のマイナンバー事務取扱担当者が故意又は重過失の記載ミスを行い、従業員への損害が生じたとしても、会社はその賠償の責めに応じることがないこと。
6 会社に届けられたマイナンバーが正確かどうかの確認は従業員自らが請求又は実行すること。また、この確認請求作業に掛かる諸経費は従業員の自己負担であること。
7 会社に届出たことでマイナンバーが悪用され、他人がその従業員になりすまして何らかの損害を従業員が将来被ったときも、その従業員や遺族はその一切の賠償を会社に対し請求しないこと。
7、 以上ここに、会社が従業員にマイナンバー届出を依頼するための労使協定を締結する。
8、 なお、この労使協定は従業員の個人情報保護に掛かるのみならず、仮にも社外に漏洩悪用された場合には従業員が多大な被害を被ることが明白に予見出来ることから、労使協定発効日の１２月１日から３カ月間は当該労使協定書面を拡大して職場のよく見える場所に掲示するものとする。
以　上
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